
 

 

川崎市障害者雇用推進会議要綱 

（目的及び設置） 

第１条 障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨に基づき、本市における障害者の採

用の促進に努めるため、川崎市障害者雇用推進会議（以下「推進会議」という。）を

設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議する。 

 （１） 障害者活躍推進計画に関すること。 

 （２） その他障害者の雇用の推進に関すること。 

（委員） 

第３条 推進会議の委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

（１） 総務企画局人事部長 

（２） 総務企画局人事部人事課長 

（３） 総務企画局総務部庶務課長 

（４） 総務企画局人事部人材育成課長 

（５） 総務企画局人事部労務厚生課長 

（６） 総務企画局人事部総務事務センター室長 

（７） 総務企画局行政改革マネジメント推進室担当課長 

（８） 財政局財政部庶務課長 

（９） 財政局財政部財政課長 

（１０） 財政局資産管理部契約課長 

（１１） 市民文化局市民生活部庶務課長 

（１２） 経済労働局産業政策部庶務課長 

（１３） 環境局総務部庶務課長 

（１４） 健康福祉局総務部庶務課長 

（１５） 健康福祉局障害保健福祉部障害者社会参加・就労支援課長 

（１６） こども未来局総務部庶務課長 

（１７） まちづくり局総務部庶務課長 

（１８） 建設緑政局総務部庶務課長 

（１９） 港湾局港湾振興部庶務課長 

（２０） 臨海部国際戦略本部事業推進部担当課長 



 

（２１） 危機管理本部危機管理部担当課長 

（２２） 市民オンブズマン事務局担当課長 

（２３） 会計室審査課長 

（２４） 川崎区役所まちづくり推進部総務課長 

（２５） 幸区役所まちづくり推進部総務課長 

（２６） 中原区役所まちづくり推進部総務課長 

（２７） 高津区役所まちづくり推進部総務課長 

（２８） 宮前区役所まちづくり推進部総務課長 

（２９） 多摩区役所まちづくり推進部総務課長 

（３０） 麻生区役所まちづくり推進部総務課長 

（３１） 上下水道局総務部庶務課長 

（３２） 交通局企画管理部庶務課長 

（３３） 病院局総務部庶務課長 

（３４） 消防局総務部人事課長 

（３５） 教育委員会事務局総務部庶務課長 

（３６） 教育委員会事務局職員部教職員企画課長 

（３７） 選挙管理委員会事務局選挙部選挙課長 

（３８） 監査事務局行政監査課長 

（３９） 人事委員会事務局調査課長 

（４０） 人事委員会事務局任用課長 

（４１） 議会局総務部庶務課長 

（委員長） 

第４条 推進会議に委員長を置き、委員長には、総務企画局人事部長をもって充てる。 

２ 委員長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する者がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

（関係職員の出席） 

第６条 推進会議において必要があると認めるときは、委員長は、関係職員の出席を求

め、その説明又は意見を聴くことができる。 

（検討部会） 



 

第７条 第２条に定める事項の具体的な検討を行うため、会議に検討部会を置くことが

できる。 

２ 検討部会は、検討の必要な事項に応じて置くものとし、部会長及び部会員をもって

組織する。 

３ 部会長は、委員長が指名した者をもって充てる。 

４ 部会員は、部会長の指名した者をもって充てる。 

５ 検討部会の会議については、前２条の規定を準用する。この場合において、「委員

長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第８条 推進会議の庶務は、総務企画局人事部人事課において処理する。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５６年１２月２１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、昭和６３年８月１１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成３年８月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成６年７月２８日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成７年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正要綱は、平成９年８月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成１５年８月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 



 

  この改正要綱は、平成１７年８月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成１８年８月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この改正要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

  この改正要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

  この改正要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

  この改正要綱は、令和２年３月１７日から施行する。 

   附 則 

 この改正要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


